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は じ め に
　日本の“皆保険”は1961年から始まった。フランスの場合、1999年 7 月27日法で成立した
「普遍的医療給付」が実施された2000年 1 月 1 日から“皆保険”が実現化した。フランスより
要　旨
　フランスの“皆保険”体制は1999年 7月27日法で創設された「普遍的医療給付」（Couverture 











































































　1893年 7 月15日の無料医療救済法に続いて、児童救済サービスに関する1904年 6 月27・28日
法、「老人・障害者・不治の病人」に関する1905年 7 月14日法が制定された。当時は老人・障
害者・不治の病人の扶助種別は未分化であったが、当該人の生活資力によって変化する支給金、
または無料での施設入所を可能にした。さらに1913年 6 月17日・同年 7月14日法の貧困な妊婦
への支援法、1913年 7 月14日の多子家庭への支援法と、対象者の幅も広がった。
　他方で、第三共和政は集団による共済保障制度を発展させた。1898年 4 月 1 日法で共済組合
（Mutualité）の躍進を後押しし、1898年 4 月 9 日法によって労働災害を補償した。工員・農業
従事者の義務的老齢年金制度に関する1910年 4 月 5 日法では労働者、使用者、国の三者負担に
よる財政構成とした。さらに年代は下って、1928年 4 月 5 日と特に1930年 4 月30日法で一定の
基準以下の給与の商工業界の勤労者向けの社会保険制度を制定し、勤労者と使用者による保険











































8）Alfandari E., （1987）, Action et aide sociales, Troième édition, Dalloz, p. 44.

































































トずつ減少し、1975年には 2位になって 1位の児童扶助より 7ポイント近く低く、さらに1983
年には 3位となって障害者扶助よりも低く、 1位の児童福祉と比べれば、その半分にも満たな
11）Jacquot S., （2000）, La couverture maladie universelle, Éditions Liaisons, p. 14.
12）ibid., p. 16.





2 － 2 ．自主保険と個人保険の導入における医療扶助の新たな役割
　経済成長のリズムに比べて医療費増大のスピードが速いことを問題にした国会は、社会保険
制度、共済制度、医療扶助の統合化か、構造調整か、財政の均衡を図るためにオルドナンスで、











　社会保障の一般化に関する1978年 1 月 2 日法は自主保険に替わって、個人保険制度を制定し
た（自主保険の上述の規則は廃止）。保険料に関して、同様に医療扶助による負担が可能で
あった17）。
14）Tymen J., Nogues H., （1988）, Action sociale et décentralisation –Tendance et prospectives, L’Harmattan, p. 45.
15）Thévenet A., （1986）, op. cit., p. 287.
16）Jacquot S., （2000）, op. cit., p. 10.
17）Thévenet A., （1986）, p. 288.
表 1 　社会扶助の種別による歳出比率の変遷
（％）
1955年 1965年 1975年 1983年
児童社会扶助 16. 3 25. 6 34. 3 35. 9
医療扶助 49. 5 39. 3 27. 8 16. 2
障害者扶助 20. 2 21. 7 20. 2 23. 2
高齢者扶助 13. 9 13. 1 14. 8 15. 4
その他 0. 1 0. 3 2. 9 9. 3
合　計 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0






法（補正予算法）の適用によって、1987年 1 月 1 日より個人保険の保険料の負担は国から県に
移管され、その財政補償は以後、県ごとに計算されて、国から県への地方分権化総合交付金に
増額されることになった18）。
























19）Boisguérin B., Bonnardel C., （2002）, «De l’aide médicale à la Couverture Maladie Universelle», Données 
sociales - La société française, 2002－2003, INSEE, pp. 604－605.
20）普遍的医療給付創設に関する法案の中で、「任意により、複雑で、スティグマが伴う個人保険」と表現さ
れている。Projet de loi portant création d’une couverture maladie universelle, n°1419, Assemblée nationale, 
p. 3.








された「排除への戦いに関する1998年 7 月29日基本法」（loi du 29 juillet 1998 relative à la lutte 









　1999年 7 月27日法で制定され、2000年 1 月 1 日より実施された普遍的医療給付の制度は当初、
①基礎給付（CMU de base）と②補足給付（CMU Complémentaire：CMU-C）で構築された
が、さらに2004年 8 月13日法で2005年に創設された、補足医療保険の保険料を減額する給付で
ある③補足医療保険料支払援助（Aide à l’acquisition d’une complémentaire santé：ACS）を設
け、現在は 3つの制度からなる。③の給付の受給対象は①による医療保険基礎制度加入と②の
補足医療保険加入を無料で享受できる所得層のすぐ上に位置する近接所得階層である。
1 － 1 ．普遍的医療給付（CMU）の基礎給付：低所得者の医療保険料免除（医療保険基礎制
度への加入義務。個人保険、県社会扶助の廃止）












る公施設である市町村（間）社会福祉センター（Centre communal d’action sociale：CCAS，



























revenus-cmu  （2015年 8 月15日閲覧）。
24）普遍的医療給付に関する国会審議では、「医療保険は医療へのアクセスには十分な制度ではない」とブ
ラール議員の報告書の記述が何度も繰り返された。補足医療保険加入者はフランス住民の84％であるが、




















 保険料徴収総額は328億ユーロ。Jacod O., Montaut A., （2015）, «Le marché de l’assurance complémentaire 
santé : des excédents dégagés en 2013», Études et résultats, Numéro 0919, DREES, p. 2 .
26）Jacquot S., （2000）, op.cit., p. 21.



















































































27）加藤智章（2015）、op. cit., p. 130.
28）Jacquot S., op. cit., p. 62.
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